適正な事業運営のため、できているかチェックしてください。
□　管理者は従業者に、業務上必要な指揮命令をしていますか。
□　サービス提供責任者の必要数は足りていますか。
□　重要事項説明書と運営規程の内容（営業日、営業時間、通常の事業の実施地域等）が一致していますか。また、一体運営している介護保険事業とも一致していますか。書類については、いろいろな障がい特性に合わせたもの（ルビ版、拡大文字版、録音テープ版等）を、あらかじめ作成していますか。
□　法定代理受領により毎月の介護給付費を市町村から受けた場合に、「自立支援給付受領のお知らせ」の通知を毎月利用者に交付していますか。
□　一部負担金、その他費用の支払いを受けた時に領収証を発行していますか。また、金額だけでなく内訳がわかるものを併せて渡していますか。
□　従業者のシフト表とは別に、直近月の登録ヘルパーを含めた従業者を一覧できる勤務予定表がありますか。また、この勤務予定表を毎月月末までに、翌月１か月分を作成していますか。
□　従業者との雇用契約等が交わされていますか。また、法人役員が管理者等の従業者の位置づけの場合に、出勤状態が確認できるもの（出勤簿、タイムカード等）が作成されていますか。
□　従業者の身分証に、事業所名称、従業者氏名、事業所の電話番号、従業者の写真、職能（ヘルパー○級等）、職名（管理者、サービス提供責任者、ヘルパー等）すべてが記載されていますか。
□　事業所の中で、定期的にヘルパーに研修を実施していますか。また、その記録や資料を残していますか。
□　管理者は、登録ヘルパーを含んだ従業者全員が健康であることを把握していますか。（病院等で実施した健康診断の結果を１年に１回は把握してください。）健康診断の結果を単にファイルに保管するのではなく、その結果を受診状況一覧表に記入して誰が受診していないかを、すぐにわかるようにしておいてください。
□　重要事項説明書を見やすい場所に掲示又はファイリングして利用者等が誰でも見ることができるようになっていますか。
□　「感染症マニュアル」「緊急時の対応マニュアル」「事故対応マニュアル」が作成されていますか。また、従業者にその内容を研修等で定期的に周知していますか。
□　従業者の秘密保持の義務付けで、交わされている書類において「利用者及び利用者の家族の情報を在職中及び退職後においても洩らさない」旨の記載がはっきりとしていますか。
□　利用者及び家族の個人情報の使用同意を得る書類において、アセスメントなどにより緊急連絡先等の情報を得た家族から同意をもらっていますか。また、複数の家族が同意できる書式となっていますか。
□　「苦情相談連絡シート」や「ひやり・はっと報告書」の書式がありますか。また、その書式に苦情を受けた時やサービス提供中のドキッとしたことがあった時に、すぐにヘルパーが記入できる風通しのよい体制作りをしていますか。
□　事業所の会計について、複数のサービスをしている場合（居宅介護、重度訪問介護、移動支援等）サービスごとの収入と支出の金額を決算書の項目ごとに明確にしていますか。
□　契約した時や契約時間の変更があった時、また受給者証の更新をした時に、事業所名、契約時間数等必要な事項を受給者証に記載、押印していますか。また、同時期に市町村に契約内容報告書を提出していますか。
□　利用者の受給者証の支給決定内容や契約内容、時間数をコピー等して有効期間等の把握をしていますか。
□　契約時及び支援計画の内容を変更する時に、心身の状況等の把握（アセスメント票）をして、記録に残していますか。
□　居宅介護計画は作成されていますか。また、計画の中にサービス内容の詳細な内容やそれにかかる時間、留意点等を記載した手順書等は作成していますか。
□　作成した居宅介護計画書の内容について、利用者やその同居家族等に説明し同意を得ていますか。また、同意を得た計画書のコピーを交付していますか。
□　ヘルパーがサービス提供後に記録する日々の提供記録は、その都度記入していますか。また、その記録した内容をその都度、利用者に確認を受けていますか。
□　サービス提供責任者は、ヘルパーが記録した日々の提供記録の時間、サービス内容が、居宅介護計画に基づいたサービス内容となっているかチェックしていますか。（大きく違う場合は、アセスメントを再度実施し、居宅介護計画の見直しが必要です。）
□　利用者とは別居している利用者の家族であるヘルパーが1か月べったりと別居の家族のみにサービス提供している事例はありませんか。（特段の理由がなければ、何人かのヘルパーでシフトを組んでサービス提供するようにしてください。）
□　利用申込者から電話等でサービス提供の依頼があったが、契約に至らなかった事例や正当な理由があって事業所から契約することを断った事例があった場合、簡単なメモ程度の対応記録（いつ、電話のあった相手の氏名又は性別、事業所の誰が対応、どのように答えたのか等）を取り保管していますか。
□　管理者、サービス提供責任者、事業所の区画等指定時の申請内容と変わっていませんか。変わっている場合は変更届を提出されていますか。（介護保険と自立支援の両方の指定を受けている場合は、それぞれの変更届の提出が必要です。）
· 以上の項目は実地指導で多く見受けられた不十分な項目です。決してこれだけを行っていればいいというものではありません。日頃より、運営の基準等のご確認に心がけてください。
